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沖縄労働局（局長 谷直樹）は、「次世代育成支援対策推進法（以下「次世代法」という）」に基

づく「 子 育 て サ ポ ー ト 企 業 」として、沖 縄 電 力 株 式 会 社を認定しました。（取り

組み内容は資料１） 

これにより沖縄県内の認定企業は１１社になりました（資料２）。６月２５日に開催される「改正男

女雇用機会均等法等説明会」において、認定授与式を執り行うこととしています。 

 

１ 認定企業について（子育てサポート企業「くるみん」認定」） 

 
■平成２６年第１号認定企業 「 沖 縄 電 力 株 式 会 社 」 

（本社所在地：浦添市 労働者数：約 1,600 人） 

【認定のポイント】 

○ ひと目でわかる両立支援制度一覧リーフレットの作成、周知。 

○ 子が小学校１年生の年度末まで利用可能な育児短時間勤務制度 

等、育児・介護休業法を上回る仕事と育児の両立支援制度を拡充。 

○ベビーシッター、保育園、学童保育等、育児サービス施設の利用費 

補助を実施。 

○時間外労働削減、休暇取得促進の取組実施。 

○計画期間中の女性の育児休業取得率１３０．９％、男性６名が 

育児休業を取得するなど、９つの認定基準を満たしました。 

 

２ 「認定授与式」の実施について 

■ 「認定授与式」を下記のとおり行います。（資料３） 

１ 日時 ： 平成２６年６月２５日（水） 午後 ２時～ 

２ 場所 ： 沖縄県立博物館・美術館 講堂 （那覇市おもろまち３－１－１） 

３ 内容 ： 認定通知書、次世代認定マーク授与  等 

 
 担 

 

 当 
 

沖縄労働局 

雇用均等室長      松 永 涼 子 

地方育児・介護       

                  

電 話  （０９８） ８６８－４３８０ 

沖縄労働局 
Okinawa Labour Bureau 

厚生労働省 

 

 

休業指 導 官 
江 畑  泉 

「沖縄電力 株式会社」を「子育てサポート企業」に認定！ 
  ― 男性の育児休業 ３年間に６名取得  ６月２５日（水）「認定授与式」 ― 

次世代認定マーク  

（愛称：くるみん） 
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３ 次世代法に基づく一般事業主行動計画策定届の届出状況について（平成２６年５月末現在） 

次世代法により、１０１人以上の従業員を雇用する事業主は、仕事と子育ての両立を図るために 

必要な雇用環境の整備を進めるための「一般事業主行動計画」を策定し、労働局へ届け出るとともに、 

その内容を公表し、従業員へ周知することが義務付けられています。 

 法改正により次世代法の有効期限が１０年間延長され、平成３７年３月３１日まで、引き続き取り組ん 

でいただくこととなりました。 

■ 平成２６年５月末の「一般事業主行動計画」届出状況は下記のとおりです。 

３０１人以上の企業は９５．０％、１０１～３００人の企業は９５．１％企業が届け出ています。 

企業規模 

（常用雇用労働者数） 
届出企業数 

企業数 

（雇用均等室把握） 
届出率 

３０１人以上 ９５社 １００社 ９５．０％ 

１０１人以上３００人以下 ２５５社 ２６８社 ９５．１％ 

１００人以下 ２１８社 － － 

合  計 ５６８社 － － 

 

＊次世代法に基づく認定とは 

次世代法は、次代の社会を担うすべての子どもが健やかに生まれ、育成される環境の整備を図るため

に制定されました。「一般事業主行動計画」（以下「行動計画」）とは、企業が労働者の仕事と子育ての両立

を図るための雇用環境の整備や、子育てをしていない労働者も含めた多様な労働条件の整備などに取り

組むに当たっての計画期間、目標、目標達成のための対策を定めるものです。（次世代法：参考１） 

現行法では、行動計画を策定・届出し、一定の要件を満たすと認定を受けることができます。平成２７年

４月１日施行の改正法では、特に次世代育成支援対策の実施状況が優良な企業に対する新たな認定（特

例認定）制度が創設されます。（認定基準：参考２、改正法について：参考３） 

＊認定のメリットは 

 「子育てサポート企業」として「くるみん」認定を受けた企業は、次世代認定マーク（愛称：くるみん）を自社の商

品、名刺、広告、求人広告などにつけることができ、企業のイメージアップや優秀な人材の確保等が期待されま

す。また、建物等の割増償却を受けられる税制上の優遇措置（くるみん税制）を受けることができます。  

 

  

 

 

 

 

  添付資料 

 

   

  
 

資料１ ：  「認定企業の取り組み 沖縄電力株式会社 」 

資料２ ：  「沖縄労働局における次世代法に基づく認定企業名簿」 

資料３ ：  「改正男女雇用機会均等法等説明会ご案内」 

参考１ ：  「次世代育成支援対策推進法（抄）」 

参考２ ：  「認定基準」 

参考３ ：  「次世代育成支援対策推進法が１０年間延長され、新たな認定制度が創設されます！」 

◆ くるみん税制について ◆ 

平成２７年３月３１日までにくるみん認定を受けた企業は、認定を受ける対象となった行動計画の

計画期間開始の日から認定を受けた日を含む事業年度終了の日までの期間内に取得・新築・増改

築をした建物及びその付属設備について、認定を受けた日を含む事業年度において、普通償却限

度額の３２％の割増償却ができます。 

 
 



 

 

 

 

 （所在地  浦添市、 労働者数 約１，６００人） 

 

行動計画期間 ： 平成２３年４月 1 日 ～ 平成２６年３月３１日 

 

【 目 標 】  

 

１．両立支援制度にかかる社内制度運用の充実を図る 

 

２．時間外労働の削減に向けた取組を実施する 

 

３．夏季休暇、連続休暇などの休暇取得を促進する。 

 

 

 

【 目標の達成状況 】 

 

◇ 結婚・出産・職場復帰までの社内制度の手続き一覧を、一目で見てわかるように

リーフレットを作成し、全社員に対しＥメール等で周知 

◇ 時間外労働の削減に向け、幹部会等会議での情報共有・意識啓発及び、適正

な労働時間管理の徹底について全社員に周知 

◇ 休暇取得計画表の活用促進やパンフレット作成、社内周知により、年次有給休

暇、夏季休暇、連続休暇の取得促進を実施 

 

【その他の認定基準の達成状況】  

 

◇ 小学校１年生の年度末に達するまでの子を養育する従業員が利用できる育児

のための短時間勤務制度の導入 

◇ 育児に要する費用（ベビーシッター、保育園、幼稚園、学童保育等の育児サービ

ス、育児施設利用費）の費用補助。 

◇ 計画期間中（平成２３年４月１日～平成２６年３月３１日）の女性の育児休業取得

率１３０．９％、男性６名利用 

 

 認定企業の取り組み  

沖 縄 電 力 株 式 会 社 

 

資 料 １ 



 

平成２６年６月９日現在 

沖縄労働局における 

認 定 件 数 １４件 

認定企業数 １１件 

公表企業数 １１件 

 企  業  名 業種 所在地 認定年 認定回数 

１ 株式会社沖縄富士通システムエンジニアリング 情報通信業 那覇市 平成 19 年 １回目 

２ 琉球ジャスコ株式会社（現在：イオン琉球株式会社） 卸小売業 南風原町 平成 19 年 １回目 

３ 株式会社琉球新報社 情報通信業 那覇市 平成 20 年 １回目 

４ 医療法人友愛会 医療福祉業 豊見城市 平成 21 年 １回目 

５ 社会福祉法人まつみ福祉会 医療福祉業 豊見城市 平成 22 年 １回目 

６ 株式会社沖縄富士通システムエンジニアリング 情報通信業 那覇市 平成 22 年 ２回目 

７ オリックス・コールセンター株式会社 情報通信業 那覇市 平成 23 年 １回目 

８ 株式会社りゅうせき      卸小売業 浦添市 平成 24 年 １回目 

９ トランスコスモス シー・アール・エム株式会社 情報通信業 沖縄市 平成 24 年 １回目 

10 社会福祉法人まつみ福祉会 医療福祉業 豊見城市 平成 25 年 ２回目 

11 株式会社國場組 建設業 那覇市 平成 25 年 １回目 

12 株式会社琉薬 卸小売業 浦添市 平成 25 年 １回目 

13 株式会社沖縄富士通システムエンジニアリング 情報通信業 那覇市 平成 25 年 ３回目 

14 沖縄電力株式会社 電気事業 浦添市 平成 26 年 １回目 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

事業主の皆様へ 

    
 
 
 

「子育てサポート企業」認定とは、仕事と子育ての両立支援

に関する自社の目標（一般事業主行動計画）を達成するととも

に男性の育児休業取得など、一定の要件を満たした企業が厚

生労働大臣の認定を受け、次世代認定マーク（愛称：くるみん）

を使用することができる制度です。 

 自社の商品、求人広告などに「くるみん」を掲示し子育てサポ

ート企業であることを広くアピールできるほか、税制の優遇を受

けることができます。 

照会先：沖縄労働局雇用均等室 

電 話：０９８－８６８－４３８０  

 

次世代認定マーク（愛称：くるみん） 

次世代育成支援対策推進法に基づく 

一一般事業主行動計画を策定し、「子育てサポート企業」認定（基準適合一般 

事業主認定）を目指しましょう！ 

❀平成 25 年「子育てサポート企業」認定式❀ 

 

基準適合一般事業主認定企業名一覧（沖縄） 

株式会社沖縄富士通システムエンジニアリング 

平成２５年１２月２４日 

資料２ 



 

改正男女雇用機会均等法等説明会 
 

 

 

 

 

 

 

平成２６年６月２５日（水）１４時～１６時 

 

                                  沖縄県立博物館・美術館 講堂 （那覇市おもろまち３丁目 1 番 1 号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用の分野における女性の活躍促進を一層推進するため、本年７月１日から、改正「男女雇用機会均等法 

施行規則」等が施行され、間接差別となり得る措置の範囲の見直し、性別による差別事例の追加、セクシュアル 

ハラスメントの予防・事後対応の徹底、コース等別雇用管理についての指針の制定が定められました。 

 また、少子化の急激な進行の中、「次世代育成支援対策推進法等の一部を改正する法律」は本年 4 月に

公布されました。 

 

沖縄労働局では、県内企業の事業主及び人事労務担当者等に対し、改正「男女雇用機会均等法

施行規則」、仕事と家庭の両立支援に関する施策等の説明等を行うことを目的として説明会を 

開催します。 

申 

込 

書 

企業・団体名 
 
 

所在地 
 
 
ＴＥＬ               ＦＡＸ 

参 加 者 名 役 職 等 備 考 
   

   

   

「改正男女雇用機会均等法等説明会」 参加申込書 

６月２３日（月）までに FAX または電話によりご連絡下さい。 

               ※ 入場無料です。 （定員になり次第締め切らせて頂きますのでご了承ください。） 

と き 

ところ 

 
●【講 演】 

女性の活躍促進と安心して働くことのできる環境整備について 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局 職業家庭両立課長  

 

● ポジティブ・アクション能力アップ助成金、両立支援等助成金等について 
沖縄労働局雇用均等室 

◆ 主  催 

沖縄労働局、沖縄県 

◆ 対  象 

事業主、人事労務担当者、労働者 等 

（ 定員２００名 ） 

 
 
〔申し込み・問い合わせ先〕 
 
沖縄労働局 雇用均等室 

TEL  ０９８－８６８－４３８０ 、FAX  ０９８－８６９－７９１４ 
 

ご 案 内 

中井 雅之 



 
 
 

「改正男女雇用機会均等法等説明会」会場 ご案内 

 

 

 

  ※ ご来場の際は、駐車場に限りがございますので、できるだけバスやモノレールをご利用いただき 

ますようお願いいたします。  

 

路線バス 

おもろまち駅前下車（琉球バス、沖縄バス、那覇交通） 

バス 

那覇空港発 99 番線 おもろもまち 3 丁目バス停下車 徒歩 5 分 

那覇空港発 120 番線 上之屋バス停下車 徒歩 10 分 

市内線 3・7・10 番線 県立博物館前バス停下車 

市内線 6 番線 那覇メインプレイス東口バス停下車 徒歩 5 分 

市外線 バイパス経由 おもろまち駅前バス停下車  徒歩 10 分 

おもろまち行 おもろまち 1 丁目バス停下車  徒歩 3 分 

沖縄都市モノレール 

ゆいレール おもろまち駅下車 徒歩 10 分 

中北部から 

空港線及びおもろまち行各社バスで交通広場下車徒歩５分 

南部から 

バスターミナルから沖縄モノレール乗り換えおもろまち下車徒歩 10 分 

空港から 

沖縄モノレールおもろまち下車徒歩 10 分、タクシーで、博物館・美術館まで、約 30 分  

駐車場   一般駐車場（普通乗用車）140 台（うち障害者用４台） 

 
 
 
 

０ 





 

 

１ 雇用環境の整備について、行動計画策定指針に照らし適切な行動計画を策定したこと。 

２ 行動計画の計画期間が、２年以上５年以下であること。 

３ 策定した行動計画を実施し、それに定めた目標を達成したこと。 

４ 平成２１年 4月１日以降に新たに策定・変更した行動計画について、公表及び従業員への

周知を適切に行っていること。 

５ 計画期間において、男性労働者のうち育児休業等をしたものが 1人以上いること。 

 【常時雇用する労働者の数が３００人以下の一般事業主】 

ただし、当該計画期間においてその雇用する男性労働者のうち育児休業等をしたものがい

ない中小事業主（一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が３００人以下のものをい

う。）にあっては、次のいずれかに該当すれば足りること。 

① 計画期間において、子の看護休暇を取得した男性労働者がいること（ただし、１歳

に満たない子のために利用した場合を除く。）。 

② 計画期間において、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者に対する

所定労働時間の短縮措置を利用した男性労働者がいること。 

③ 当該計画の開始３年以内の期間において、その雇用する男性労働者のうち育児休業

等したものが１人以上いれば足りること。 

６ 計画期間内の女性労働者の育児休業等取得率が 70％以上であること。 

【常時雇用する労働者の数が３００人以下の一般事業主】 

ただし、当該計画期間において、育児休業取得率が７０％未満である中小事業主にあって

は、当該計画の開始前３年以内の日であって当該中小企業が定める日から計画期間の末日ま

での期間を計画期間とみなした場合における育児休業取得率が７０％以上であれば足りるこ

と。 

７ ３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者について、「育児休業に関す

る制度、所定外労働の制限に関する制度、所定労働時間の短縮措置又は始業時刻変更等の措

置に準ずる制度」※を講じていること。 

※１「育児休業に関する制度、所定外労働の制限に関する制度、所定労働時間の短縮措

置又は始業時刻変更等の措置」とは、育児・介護休業法第２４条第１項第３号により

事業主が必要な措置を講ずるよう努めなければならないとされている措置をいいます。

なお、これらの措置は計画期間終了時までに措置されていればよく、措置が講じられ

た時期は問いません。 

※２「始業時刻変更等の措置」とは、以下のような措置をいいます。 

    ・フレックスタイム制度 

     ・始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ     

    ・事業所内保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与 

８ 次の①～③のいずれかを実施していること。 

      ① 所定外労働の削減のための措置 

      ② 年次有給休暇の取得の促進のための措置 

      ③ その他働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置 

９ 法及び法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと。 

認定基準 

（Ｈ２２．６．３０） 



　次世代育成支援対策推進法（以下「次世代法」という。）に基づく 10 年間の集中的・計画的な取組に
より、仕事と子育てが両立できる雇用環境の整備等が一定程度進みましたが、子どもが健やかに生まれ、
育成される環境を更に改善し、充実させることが必要です。
　このため、次世代育成支援対策の更なる推進・強化を図る次世代法が改正されました。　
　次世代法の内容、改正のポイント、施行日については、以下のとおりです。

次世代育成支援対策推進法が
10年間延長され、
新たな認定制度が創設されます！

　　　　　　  法律の有効期限の延長
　　　　　　 （平成 26 年４月 23 日施行）

　法律の有効期限が平成 37 年３月 31 日まで
10 年間延長されました。
　このため、引きつづき、次世代法に基づき、労
働者の仕事と子育ての両立のための一般事業主
行動計画（以下「行動計画」という。）を策定し、
都道府県労働局に届出を行っていただく必要があ
ります。（従業員数 101 人以上の企業においては
義務、100 人以下の企業においては努力義務）

　　　　　　  新たな認定（特例認定）制度の創設
　　　　　　 （平成 27 年４月１日施行）

　現行法では、行動計画を策定・届出し、一定の要件を満
たすと、厚生労働大臣の認定（くるみん認定）を受けるこ
とができます。今回の改正では、このくるみん認定を受け
た企業のうち、特に次世代育成支援対策の実施状況が優良
な企業に対する新たな認定（特例認定）制度が創設されます。
　特例認定を受けた場合、行動計画の策定・届出に代わり、
次世代育成支援対策の実施状況を公表していただくことに
なります。

改正のポイント

ポイント❶ ポイント❷ 

※次世代法による取組は、非正規雇用の労働者も対象です。

　日本の急激な少子化の進行に対応して、次代の社会を担う子どもの健全な育成を支援するため、平成 17 年に施行
された法律です。この法律に基づき、企業のみなさま・国・地方公共団体は次世代育成支援のための行動計画を策
定することとされています。

次世代法とは　？

「子育てサポート企業」の証

愛称：くるみん

“職場ぐるみ”で
子育てをサポート！

仕事と子育てを
両立できる職場を

目指そう！



北海道 011-709-2715 埼　玉 048-600-6210 岐　阜 058-245-1550 鳥　取 0857-29-1709 佐　賀 0952-32-7218
青　森 017-734-4211 千　葉 043-221-2307 静　岡 054-252-5310 島　根 0852-31-1161 長　崎 095-801-0050
岩　手 019-604-3010 東　京 03-6893-1100 愛　知 052-219-5509 岡　山 086-224-7639 熊　本 096-352-3865
宮　城 022-299-8844 神奈川 045-211-7380 三　重 059-226-2318 広　島 082-221-9247 大　分 097-532-4025
秋　田 018-862-6684 新　潟 025-288-3511 滋　賀 077-523-1190 山　口 083-995-0390 宮　崎 0985-38-8827
山　形 023-624-8228 富　山 076-432-2740 京　都 075-241-0504 徳　島 088-652-2718 鹿児島 099-222-8446
福　島 024-536-4609 石　川 076-265-4429 大　阪 06-6941-8940 香　川 087-811-8924 沖　縄 098-868-4380
茨　城 029-224-6288 福　井 0776-22-3947 兵　庫 078-367-0820 愛　媛 089-935-5222
栃　木 028-633-2795 山　梨 055-225-2859 奈　良 0742-32-0210 高　知 088-885-6041
群　馬 027-210-5009 長　野 026-227-0125 和歌山 073-488-1170 福　岡 092-411-4894

　特例認定は、くるみん認定を受けた事業主であって、次世代育成支援対策の実施の状況が優良なもの
であること等の一定の基準を満たすと、受けることができます。Ａ

Q 新たな認定制度による認定（特例認定）はどうしたら受けられるの？

　特例認定の認定基準については、くるみん認定同様、
● 行動計画策定指針に照らし適切な行動計画を策定したこと

 ● 行動計画を実施し、当該行動計画に定めた目標を達成したこと
　　　 等を想定していますが、具体的な内容については今後検討を行い、本年秋頃にお知らせする予定です。

Q 特例認定の具体的な認定基準はどうなるの？

Ａ

●●●●●●●●●●●●●次世代育成支援対策推進法が
10年間延長され、新たな認定制度が創設されます！

● くるみんマークについて　http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/kurumin/index.html
● 行動計画の策定について　http://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/
● 認定企業について　http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/kijuntekigou
● 企業の仕事と家庭の両立支援に関する取組について（両立支援のひろば）　https://www.ryouritsu.jp
● 相談はこちらでも（次世代支援対策推進センタ－一覧）　http://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/dantai.html
● くるみん税制について　http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/pamphlet/dl/29.pdf

ご不明な点はこちらへ

　新たな認定制度は、高い水準の次世代育成支援対策に取り組んでいる企業をより評価しつつ、当
該取組を継続していただくとともに、他の企業の模範となっていただく趣旨で創設するものです。　　

　このため、行動計画の策定・届出に代わり、次世代育成支援対策の実施状況を公表していただくこととして
います。具体的な公表方法や公表事項については今後検討を行い、本年秋頃にお知らせする予定です。

Q 特例認定企業の次世代育成支援対策の実施状況の公表とは？

Ａ

改正法・行動計画・認定に関するお問い合わせは、都道府県労働局雇用均等室にどうぞ。

次世代法Ｑ＆Ａ

　認定企業になると、次世代認定マーク（愛称：くるみん）を商品、名刺、広告、求人広告等につ
けることができ、企業のイメージアップや優秀な人材の確保等が期待されます。特例認定についても、

新たな認定マークを今後検討していく予定です。
　また、認定企業になると、建物等の割増償却を受けられる税制上の優遇措置（くるみん税制）の適用を受
けることができます。

Ａ
Q 認定を受けるメリットは？

くるみん認定企業の声
Ａ社（島根県、100人以下、塗装工事業等）
「労働局で表彰され、マスコミに取り
上げられたことにより、認知度が大
幅に上がり、直接受注が増えた！」

くるみん税制について
　平成23年４月１日から平成27年３月31日までにくるみん認定
を受けた企業については、認定を受ける対象となった行動計画の計画
期間の開始の日から認定を受けた日を含む事業年度終了の日までの期
間内に、取得・新築・増改築をした建物等について、認定を受けた日
を含む事業年度において、普通償却限度の32％の割増償却ができます。
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